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行  政  監  査  報  告  書 

 

地方自治法第 199 条第２項の規定に基づく、行政監査について、帯広市監査基準に準拠し、

次のとおり実施した。 

 

第１ 監査の項目 

   行政手続制度における処分等に関する事務の状況について 

 

第２ 監査の目的 

行政手続制度は、行政が行う処分、行政指導及び届出（以下「処分等」という。）につ

いて守るべき共通のルールを定め、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図る

ことにより、国民の権利利益を保護することが目的とされている。 

本市における処分等がこうした目的に沿って執行されているかなどについて地方自治

法第 199 条第２項の規定により監査し、その結果を検証することにより、行政サービス

の向上につなげることを目的とした。 

 

第３ 監査の対象 

   申請に対する処分に関する事務 

 

第４ 監査の範囲及び実施手続 

 １ 範囲 

令和元年度において条例、規則等に基づき実施した申請に対する処分に関する事務 

 

 ２ 実施手続 

（１）処分等のうち、条例、規則等に基づく「申請に対する処分」を特定するため、制度

を所管する総務部総務室総務課から資料の提出を求めた。 

（２）監査対象部局の事務負担の偏在を考慮した上で、上記の一部 169 事務を抽出し関係

書類の提出を求めた。 

（３）必要に応じて関係職員から説明を受けるなどの方法で行った。 

 

   なお、地方自治法第 199条の２の規定により、戸籍住民課、国保課、環境課、清掃事 

  業課が所管する事務については、川端洋之監査委員を除斥した。 

 

第５ 監査の期間 

   令和２年 10月 21日から令和３年３月 22日まで 
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第６ 監査の着眼点 

 １ 審査基準の設定は適切に行われているか。 

 ２ 標準処理期間の設定は適切に行われているか。 

 ３ 事務処理は適切に行われているか。 

 

第７ 監査の結果 

 １ 行政手続制度の対象となる事務について 

「行政手続制度の運用について（依頼）」（平成 29年 11月 16 日付け総務部行政推進室

事務連絡）の点検対象事務一覧によれば、帯広市における行政手続制度の対象となる事

務は次のとおりである。 

 

   表１ 行政手続制度対象事務 

 

 

 

 

 

 

 ２ 監査対象範囲の選定 

   行政手続制度全体の事務が 1,500を超えており、申請や処分の件数は膨大である。 

   従って、監査対象部局の事務負担を考慮の上、段階的、計画的に監査を実施する必要 

  がある。 

   令和２年度の監査対象範囲として「申請に対する処分」事務のうち「根拠が条例、規 

  則など」によるものを選定、抽出した。 

 これは「表２ 行政手続法と行政手続条例の適用関係」を念頭に、「申請に対する処分」 

のうち、事務のボリュームゾーンである「根拠が条例、規則など」による事務を選定 

したものである。 

 

   表２ 行政手続法と行政手続条例の適用関係 

   

 

 

 

 

  

国の機関

処分等の区分 根拠が条例、規則など

申請に対する処分 行政手続法 行政手続条例

不利益処分 行政手続法 行政手続条例

行政指導 行政手続法 行政手続条例

届出 行政手続法 行政手続条例

実施主体

地方公共団体

根拠が法律、政令など

処分の主体、根拠

行政処分
行政手続法

行政手続法

行政手続条例

行政手続法

区分 事務

申請に対する処分 824

不利益処分 647

処分等の求め、行政指導の中止等の求めの対象となる行政指導 66

計 1,537

※北海道の事務処理の特例条例により移譲を受けた事務を含む。
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 ３ 「申請に対する処分」の抽出条件について 

   監査対象部局全体を網羅しつつ事務負担の偏在を考慮し、表３のとおり 169 事務を監

査対象として抽出した。 

   なお、監査対象事務一覧は資料として報告書の最後に添付した。 

 

   表３ 令和２年度行政監査対象事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

       （所管課は監査実施通知日現在）

事務 事務

総務部 8 都市環境部 18

総務室 総務課 6 都市建築室 都市政策課 2

戸籍住民課 2 土木室 管理課 8

市民福祉部 47 環境室 環境課 1

地域福祉室 地域福祉課 11 みどりの課 4

市民活動課 8 清掃事業課 3

福祉支援室 介護高齢福祉課 1 上下水道部 6

障害福祉課 3 技術室 下水道課 6

こども福祉室 こども課 6 生涯学習部 39

健康保険室 健康推進課 9 生涯学習文化室 生涯学習文化課 10

国保課 9 児童会館 8

経済部 35 百年記念館 14

商業労働室 商業労働課 11 動物園 4

観光交流室 観光交流課 15 スポーツ室 スポーツ課 3

空港事務所 9 　　 合計 169

農政部 16

農政室 農政課 13

ばんえい振興室 ばんえい振興課 3

所管部室課 所管部室課
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 ４ 令和元年度の運用状況 

監査対象の 169事務について、令和元年度の運用状況を調査した結果、表４のとおり、

申請が無かった事務は 100、申請が有った事務は 69 であり、申請件数は合計で 221,944

件であった。 

 

 

   表４ 令和元年度の運用状況 

   

 

 

 

申請件数 221,944 件のほとんどが市民福祉部に集中している。 

表５のとおり申請件数が多いもの上位 10事務を見ると、市民福祉部のうち、こども課

が所管する「帯広市乳幼児等医療費特別給付金の支給の決定」の 149,325 件、及び「ひ

とり親家庭等医療費特別給付金の支給」の 57,930 件の二つの事務で全体の約 93％を占

めており、行政手続制度対象事務が特定部局に偏在していることがわかる。 

 

   表５ 申請件数が多い事務の上位１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和元年度の

申請無し 申請有り 申請件数

総務部 8 6 2 59

市民福祉部 47 21 26 219,617

経済部 35 20 15 530

農政部 16 15 1 15

都市環境部 18 11 7 164

上下水道部 6 3 3 907

生涯学習部 39 24 15 652

合計 169 100 69 221,944

監査対象事務
令和元年度の申請

所管部

順位 条例名 申請に対する処分の名称 申請件数

1 市民福祉部 こども福祉室こども課
帯広市乳幼児等医療費特別給付金条例
施行規則

特別給付金の支給の決定 149,325件

2 市民福祉部 こども福祉室こども課
帯広市重度心身障害者及びひとり親家
庭等医療費特別給付金条例施行規則

特別給付金の支給 57,930件

3 市民福祉部 健康保険室国保課 帯広市国民健康保険条例施行規則
食事療養標準負担額及び生活療養標
準負担額の減額

4,582件

4 市民福祉部 こども福祉室こども課
帯広市乳幼児等医療費特別給付金条例
施行規則

受給資格者の登録 1,912件

5 市民福祉部 健康保険室国保課 帯広市後期高齢者医療に関する条例
後期限度額適用・標準負担額減額認
定申請の受付及び認定証引き渡し

1,760件

6 市民福祉部 健康保険室国保課 帯広市後期高齢者医療に関する条例
後期資格取得・喪失・変更に関する
受付

1,069件

7 上下水道部 技術室下水道課 帯広市下水道条例 排水設備等の新設等の確認（変更） 879件

8 市民福祉部 健康保険室国保課 帯広市後期高齢者医療に関する条例
後期被保険者証交付（再交付）に係
る受付及び引渡し

820件

9 市民福祉部 こども福祉室こども課
帯広市重度心身障害者及びひとり親家
庭等医療費特別給付金条例施行規則

対象者の決定 523件

10 市民福祉部 健康保険室国保課 帯広市国民健康保険条例
特例対象被保険者等に係る届出（非
自発的失業者の届出）

473件

所管部室課
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５ 監査の着眼点ごとの結果 

（１）審査基準の設定は適切に行われているか。 

 審査基準設定状況は、表６のとおり監査対象 169 事務のうち設定済みが 118、未設

定が 51で、約３分の１が未設定であった。 

 審査基準は、申請の見込みのない事務などについて当面設定しないこともやむを得

ないとされていることから、令和元年度に申請があった事務を点検した結果が表７

のとおりである。 

      表６ 審査基準の設定状況 

   

 

 

 

 

 

 

      表７ 申請があった事務の審査基準 

   

 

 

 

 

 

 

 

    令和元年度に申請があった 69事務のうち、審査基準未設定のものは 16事務であり、 

   また、その未設定理由は表８のとおりであった。 

    未設定理由を監査したところ、行政手続制度に基づいて処理されていた。 

    監査の結果、特記すべき事項はなかった。 

  

      表８ 審査基準未設定の理由 

 

   

 

 

  

所管部 監査対象事務 設定済み 未設定

総務部 8 8 0

市民福祉部 47 27 20

経済部 35 26 9

農政部 16 13 3

都市環境部 18 8 10

上下水道部 6 4 2

生涯学習部 39 32 7

合計 169 118 51

所管部 申請有りの事務 設定済み 未設定

総務部 2 2 0

市民福祉部 26 19 7

経済部 15 12 3

農政部 1 0 1

都市環境部 7 3 4

上下水道部 3 3 0

生涯学習部 15 14 1

合計 69 53 16

理由区分 事務

実績がないか稀である 3

予め具体的な基準を定めるのが困難 3

法令の定めにおいて具体的に規定し尽されている 10

計 16
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（２）標準処理期間の設定は適切に行われているか。 

監査対象とした 169 事務のうち標準処理期間が未設定のものは表９のとおり 45 事

務であった。 

このうち令和元年度に申請があった 69 事務について未設定理由が行政手続制度に

則って行われているかを点検した。 

監査の結果はおおむね適正であり、特記すべき事項はなかった。 

 

      表９ 標準処理期間の設定状況 

 

 

   

 

 

 

 

 

標準処理期間を超えた処分が行われた事務は、表 10 のとおり監査対象とした 169事

務のうち８事務であった。 

これらの一部を抽出監査の結果、標準処理期間を超える手続及びその理由、根拠な

どの手続を点検した。 

監査の結果はおおむね適正であり、特記すべき事項はなかった。 

 

      表１０ 申請があった事務の標準処理期間超の状況 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

  

所管部 監査対象事務 設定済み 未設定

総務部 8 8 0

市民福祉部 47 26 21

経済部 35 32 3

農政部 16 13 3

都市環境部 18 8 10

上下水道部 6 4 2

生涯学習部 39 33 6

合計 169 124 45

所管部 申請有りの事務
標準処理期間
を超えた事務

総務部 2 1

市民福祉部 26 0

経済部 15 3

農政部 1 0

都市環境部 7 3

上下水道部 3 0

生涯学習部 15 1

合計 69 8
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（３）事務処理は適切に行われているか。 

申請に対する諾否の応答や、行政手続制度対象事務の点検などについて、抽出によ

り監査を行った結果、おおむね適正に執行されていた。 

このうち特に帯広市行政手続条例第７条に規定される「拒否」の事務処理が行われ

た事例を調査したところ、監査対象とした 169事務のうち一つに該当があった。 

拒否の事務処理を監査したところ、拒否理由の記載内容について「申請者が拒否の

理由を明確に認識し得るもの」と言えない事例があった。 

監査の結果、事務の一部に不適切な取り扱いがあり、改善を要するものがあった。 

 

 

第８ 監査結果に関する意見 

   行政手続制度について監査した結果、おおむね適正に執行されていることが認められ

ました。 

   しかしながら、申請に対する処分事務のうち拒否通知の一部に不適切な取り扱いが見

受けられました。 

   この事例を含めた不適切な事務は、行政手続制度の理解不足が原因のひとつとして挙

げられることから、制度理解促進と運用改善を図るため、帯広市行政手続条例所管部の

全庁的な指導を一層充実する必要があると思います。 

   今回の監査では一部の事務を抽出しましたが、帯広市全体を見ると、行政手続制度の

対象事務は 1,500 を超えており、これらに関する行政処分の件数は膨大であることが容

易に想像できます。 

   監査結果で述べたように、申請の取扱件数は一部の部局に集中するなど事務の偏在が

あり、このことはリスクの偏在と理解することもできます。リスクの高低や優先度合い

を勘案しながら計画的に運用改善が図られるよう期待いたします。 
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           （資料）行政監査対象事務一覧 

                            （所管課は監査実施通知日現在） 

№ 条例名 申請に対する処分の名称 所管課 

1 帯広市情報公開条例 開示請求に対する措置 総務課 

2 帯広市個人情報保護条例 個人情報の開示請求に対する決定 総務課 

3 帯広市個人情報保護条例 訂正請求に対する決定 総務課 

4 帯広市個人情報保護条例 利用停止請求に対する決定 総務課 

5 帯広市庁舎管理規則 庁舎内における物品の販売等の許可 総務課 

6 帯広市庁舎管理規則 集団立入りの承認 総務課 

7 帯広市緑ケ丘墓地附属納骨堂使用条例施行規則 納骨堂継続使用の許可 戸籍住民課 

8 帯広市緑ヶ丘墓地附属納骨堂使用条例施行規則 納骨堂再継続使用の許可 戸籍住民課 

9 帯広市グリーンプラザ条例 使用料等の後納 地域福祉課 

10 帯広市グリーンプラザ条例 使用料等の還付 地域福祉課 

11 帯広市グリーンプラザ条例 特別設備の設置等 地域福祉課 

12 帯広市グリーンプラザ条例施行規則 物品配布等の許可 地域福祉課 

13 帯広市グリーンプラザ条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 地域福祉課 

14 帯広市生活館条例 使用料の後納 地域福祉課 

15 帯広市生活館条例 使用料の還付 地域福祉課 

16 帯広市生活館条例施行規則 物品配布等の許可 地域福祉課 

17 帯広市生活館条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 地域福祉課 

18 帯広市基準該当事業所の登録等に関する規則 登録の申請 地域福祉課 

19 帯広市基準該当事業所の登録等に関する規則 変更の届出等 地域福祉課 

20 帯広市川西農業者研修センター条例 特別施設の設置等の許可 市民活動課 

21 帯広市川西農業者研修センター条例施行規則 使用期間の制限の特例認定 市民活動課 

22 帯広市川西農業者研修センター条例施行規則 物品の配布等の許可 市民活動課 

23 帯広市川西農業者研修センター条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 市民活動課 

24 帯広市大正農業者トレーニングセンター条例 特別施設の設置等の許可 市民活動課 

25 
帯広市大正農業者トレーニングセンター条例施
行規則 使用期間の制限の特例認定 市民活動課 

26 
帯広市大正農業者トレーニングセンター条例施
行規則 物品の配布等の許可 市民活動課 

27 
帯広市大正農業者トレーニングセンター条例施
行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 市民活動課 

28 帯広市介護保険条例 保険料の徴収猶予 介護高齢福祉課 

29 
帯広市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療
費特別給付金条例施行規則 対象者の決定 障害福祉課 

30 
帯広市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療
費特別給付金条例施行規則 受給者証の再交付 障害福祉課 

31 
帯広市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療
費特別給付金条例施行規則 特別給付金の支給 障害福祉課 

32 帯広市乳幼児等医療費特別給付金条例施行規則 受給資格者の登録 こども課 

33 帯広市乳幼児等医療費特別給付金条例施行規則 受給者証の再交付 こども課 

34 帯広市乳幼児等医療費特別給付金条例施行規則 特別給付金の支給の決定 こども課 
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35 
帯広市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療
費特別給付金条例施行規則 対象者の決定 こども課 

36 
帯広市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療
費特別給付金条例施行規則 受給者証の再交付 こども課 

37 
帯広市重度心身障害者及びひとり親家庭等医療
費特別給付金条例施行規則 特別給付金の支給 こども課 

38 帯広市健康増進センター条例 健康増進センターの使用料等の後納 健康推進課 

39 帯広市健康増進センター条例 健康増進センターの使用料等の還付 健康推進課 

40 帯広市健康増進センター条例施行規則 物品の配布販売等の許可 健康推進課 

41 帯広市健康増進センター条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 健康推進課 

42 帯広市保健福祉センター条例 使用料等の後納 健康推進課 

43 帯広市保健福祉センター条例 使用料等の還付 健康推進課 

44 帯広市保健福祉センター条例 特別設備の設置等の承認 健康推進課 

45 帯広市保健福祉センター条例施行規則 物品配布等の許可 健康推進課 

46 帯広市保健福祉センター条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 健康推進課 

47 帯広市国民健康保険条例 保険料の徴収猶予 国保課 

48 帯広市国民健康保険条例 
特例対象被保険者等に係る届出（非自発的失業
者の届出） 国保課 

49 帯広市国民健康保険条例施行規則 
食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額
の減額 国保課 

50 帯広市国民健康保険条例施行規則 特定疾病の認定 国保課 

51 帯広市後期高齢者医療に関する条例 後期資格取得・喪失・変更に関する受付 国保課 

52 帯広市後期高齢者医療に関する条例 
後期被保険者証交付（再交付）に係る受付及び
引渡し 国保課 

53 帯広市後期高齢者医療に関する条例 障害認定申請に関する受付 国保課 

54 帯広市後期高齢者医療に関する条例 
後期限度額適用・標準負担額減額認定申請の受
付及び認定証引き渡し 国保課 

55 帯広市後期高齢者医療に関する条例 
後期特定疾病療養受療認定申請の受付及び認
定証引き渡し 国保課 

56 帯広市駅北多目的広場条例 禁止行為の解除承認 商業労働課 

57 帯広市駅北多目的広場条例 使用料の後納 商業労働課 

58 帯広市駅北多目的広場条例 使用料等の還付 商業労働課 

59 帯広市市民活動交流センター条例 特別設備の設置の承認 商業労働課 

60 帯広市市民活動交流センター条例施行規則 使用期間の例外認定 商業労働課 

61 帯広市市民活動交流センター条例施行規則 飲食物の提供等の許可 商業労働課 

62 帯広市市民活動交流センター条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 商業労働課 

63 帯広市駐車場条例 共通利用券の発行許可 商業労働課 

64 帯広市駐車場条例 料金の還付 商業労働課 

65 帯広市シルバーいきいきプラザ条例 特別施設の設置等の許可 商業労働課 

66 帯広市シルバーいきいきプラザ条例施行規則 物品配布等の許可 商業労働課 

67 帯広市北愛国交流広場条例 特別施設の設置等の許可 観光交流課 

68 帯広市ポロシリ自然公園条例 自然公園の使用料の還付 観光交流課 

69 帯広市ポロシリ自然公園条例 特別施設の設置等の許可 観光交流課 

70 帯広市ポロシリ自然公園条例施行規則 減額登録団体の登録 観光交流課 
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71 帯広市愛国幸福ふれあい広場条例 ふれあい広場における行為の許可 観光交流課 

72 帯広市愛国幸福ふれあい広場条例 ふれあい広場の占用許可 観光交流課 

73 帯広市愛国幸福ふれあい広場条例 使用料等の後納 観光交流課 

74 帯広市愛国幸福ふれあい広場条例 使用料の還付 観光交流課 

75 森の交流館・十勝条例 森の交流館・十勝の使用料等の後納の認定 観光交流課 

76 森の交流館・十勝条例 森の交流館・十勝の使用料等の還付 観光交流課 

77 森の交流館・十勝条例 
森の交流館・十勝における特別設備の設置等の
承認 観光交流課 

78 森の交流館・十勝条例施行規則 森の交流館・十勝の使用期間の特例の認定 観光交流課 

79 森の交流館・十勝条例施行規則 森の交流館・十勝の減免登録団体の登録 観光交流課 

80 森の交流館・十勝条例施行規則 森の交流館・十勝の物品配布等の許可 観光交流課 

81 森の交流館・十勝条例施行規則 森の交流館・十勝の広告宣伝物等の掲示の許可 観光交流課 

82 帯広市空港管理条例 空港の運用時間の変更許可 空港事務所 

83 帯広市空港管理条例 重量制限の特例許可 空港事務所 

84 帯広市空港管理条例 入場制限 空港事務所 

85 帯広市空港管理条例 土地建物等の使用許可 空港事務所 

86 帯広市空港管理条例 構内営業の許可 空港事務所 

87 帯広市空港管理条例 着陸料等の後納の承認 空港事務所 

88 帯広市空港管理条例 駐車料金の還付 空港事務所 

89 帯広市空港管理条例 爆発物等の携帯等の許可 空港事務所 

90 帯広市空港管理条例 裸火の使用許可 空港事務所 

91 とかち大平原交流センター条例 
とかち大平原交流センターの使用料等の納付
（後納） 農政課 

92 とかち大平原交流センター条例 
とかち大平原交流センターの特別施設への設
置等 農政課 

93 とかち大平原交流センター条例施行規則 とかち大平原交流センターの使用期間の制限 農政課 

94 とかち大平原交流センター条例施行規則 とかち大平原交流センターでの販売行為等 農政課 

95 とかち大平原交流センター条例施行規則 とかち大平原交流センターでの広告宣伝等 農政課 

96 帯広市畜産研修センター条例 畜産研修センターの使用料等の後納 農政課 

97 帯広市畜産研修センター条例 畜産研修センターの使用料等の還付 農政課 

98 帯広市畜産研修センター条例施行規則 物品の配布等の許可 農政課 

99 帯広市畜産研修センター条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 農政課 

100 帯広市都市農村交流センター条例 
帯広市都市農村交流センター特別施設の設置
等 農政課 

101 帯広市都市農村交流センター条例施行規則 帯広市都市農村交流センター使用期間の制限 農政課 

102 帯広市都市農村交流センター条例施行規則 帯広市都市農村交流センターでの販売行為等 農政課 

103 帯広市都市農村交流センター条例施行規則 帯広市都市農村交流センターでの広告宣伝等 農政課 

104 帯広市ばんえい競馬きゅう舎及び宿舎管理規則 使用開始日の延期の承認 ばんえい振興課 

105 帯広市ばんえい競馬きゅう舎及び宿舎管理規則 きゅう舎等の明渡しの猶予承認 ばんえい振興課 

106 帯広市ばんえい競馬きゅう舎及び宿舎管理規則 仮設工作物の設置の承認 ばんえい振興課 
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107 
帯広市建築物における駐車施設の附置等に関す
る条例 駐車施設の附置の特例の承認 都市政策課 

108 帯広市地価公示図書閲覧規則 閲覧の承認 都市政策課 

109 帯広市自転車等駐車場条例 行商等の承認 管理課 

110 帯広市準用河川流水占用料等徴収条例 流水占用料等の返還 管理課 

111 帯広市道路占用規則 期限の延長 管理課 

112 帯広市普通河川管理条例 
普通河川管理者以外の者の施行する河川工事
等の承認 管理課 

113 帯広市普通河川管理条例 流水占用行為等の許可 管理課 

114 帯広市普通河川管理条例 権利譲渡の承認 管理課 

115 帯広市普通河川管理条例 河川占用料の返還 管理課 

116 帯広市普通河川管理条例施行規則 流水占用行為等の変更許可 管理課 

117 帯広市畜犬取締及び野犬掃とう条例施行規則 畜犬けい留の除外の許可 環境課 

118 帯広市公園条例 公園内における行為の許可 みどりの課 

119 帯広市公園条例 公園内における行為の変更許可 みどりの課 

120 帯広市公園条例 禁止行為の承認 みどりの課 

121 帯広市公園条例 公園施設の設置・管理の休止の許可 みどりの課 

122 帯広市廃棄物の処理及び清掃に関する規則 一般廃棄物処理業許可証の再交付 清掃事業課 

123 帯広市廃棄物の処理及び清掃に関する規則 浄化槽清掃業許可証の再交付 清掃事業課 

124 帯広市指定ごみ袋及び処理券規則 指定ごみ袋等取扱者の指定 清掃事業課 

125 帯広市下水道条例 排水設備等の新設等の確認（変更） 下水道課 

126 帯広市下水道条例 公共下水道の敷地等の占有許可 下水道課 

127 
帯広市都市計画下水道事業受益者負担に関する
条例 負担金徴収の猶予 下水道課 

128 
帯広市特定環境保全公共下水道事業受益者分担
に関する条例 分担金の徴収猶予 下水道課 

129 帯広市排水設備工事業者の指定等に関する規程 排水設備工事業者の指定 下水道課 

130 帯広市排水設備工事業者の指定等に関する規程 排水設備工事業者の指定の継続 下水道課 

131 おびひろグリーンステージ条例 おびひろグリーンステージ使用料の後納 生涯学習文化課 

132 おびひろグリーンステージ条例 おびひろグリーンステージ使用料の還付 生涯学習文化課 

133 おびひろグリーンステージ条例 
おびひろグリーンステージへの特別施設設置
等の承認 生涯学習文化課 

134 おびひろグリーンステージ条例施行規則 
おびひろグリーンステージ利用に係る減額登
録団体の申請 生涯学習文化課 

135 帯広市民文化ホール条例 帯広市民文化ホール使用料の後納の承認 生涯学習文化課 

136 帯広市民文化ホール条例 帯広市民文化ホール使用料の還付 生涯学習文化課 

137 帯広市民文化ホール条例 
帯広市民文化ホールへの特別施設設置等の承
認 生涯学習文化課 

138 帯広市民文化ホール条例施行規則 
帯広市民文化ホール利用に係る減額登録団体
の申請 生涯学習文化課 

139 帯広市民文化ホール条例施行規則 
帯広市民文化ホールにおける広告宣伝物等掲
示の許可 生涯学習文化課 

140 帯広市民文化ホール条例施行規則 
帯広市民文化ホールにおける販売行為等の承
認 生涯学習文化課 

141 帯広市児童会館条例 使用料の後納 児童会館 

142 帯広市児童会館条例 使用料の還付 児童会館 
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143 帯広市児童会館条例 特別設備の設置等の承認 児童会館 

144 帯広市児童会館条例施行規則 免除登録団体の登録 児童会館 

145 帯広市児童会館条例施行規則 館内での営業等の許可 児童会館 

146 帯広市岩内自然の村条例 使用料等の還付 児童会館 

147 帯広市岩内自然の村条例 特別施設の設置の許可 児童会館 

148 帯広市岩内自然の村条例施行規則 許可条件の変更承認 児童会館 

149 帯広百年記念館条例 百年記念館の使用料等の後納の承認 百年記念館 

150 帯広百年記念館条例 百年記念館の観覧料・使用料の還付 百年記念館 

151 帯広百年記念館条例 百年記念館における特別設備の設置等の承認 百年記念館 

152 帯広百年記念館条例施行規則 減額登録団体の登録 百年記念館 

153 帯広百年記念館条例施行規則 物品の配布等の許可 百年記念館 

154 帯広百年記念館条例施行規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 百年記念館 

155 帯広市文化財保護条例 帯広市指定文化財の現状変更の許可 百年記念館 

156 帯広市文化財保護条例施行規則 帯広市指定文化財指定書の再交付 百年記念館 

157 帯広市民ギャラリー条例 帯広市民ギャラリー使用料の後納の承認 百年記念館 

158 帯広市民ギャラリー条例 帯広市民ギャラリー使用料の還付 百年記念館 

159 帯広市民ギャラリー条例 
帯広市民ギャラリーへの特別施設設置等の承
認 百年記念館 

160 帯広市民ギャラリー条例施行規則 
帯広市民ギャラリーにおける広告宣伝物等掲
示等の許可 百年記念館 

161 帯広市民ギャラリー条例施行規則 
帯広市民ギャラリーにおける販売行為等の承
認 百年記念館 

162 
北海道教育委員会の事務処理の特例に関する条
例（北海道文化財保護条例） 

北海道指定史跡名勝天然記念物の現状を変更
する等の行為の許可 百年記念館 

163 帯広市動物園条例 使用料の後納 動物園 

164 帯広市動物園条例 使用料の還付 動物園 

165 帯広市動物園条例 動物園の附属施設の使用等の許可 動物園 

166 帯広市動物園条例施行規則 免除登録団体の登録 動物園 

167 帯広市帯広の森研修センター管理規則 減免登録団体の登録 スポーツ課 

168 帯広市帯広の森研修センター管理規則 物品の配布等の許可 スポーツ課 

169 帯広市帯広の森研修センター管理規則 広告宣伝物等の掲示等の許可 スポーツ課 

 


